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北東北中山間地域 における野菜産地育成の現状 と課題
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1 はじめに

中山間地域の農業問題は,小田切 1)に代表されるよ

うに,従来より多くの研究蓄積がある。また,そこにお

ける野菜産地についても,山本 2)のように,詳rllな分

析が蓄積されている。しかし従来の野菜産地の分析の多

くは形成過程に焦点があり,地域的な農家の経済状況の

分析を踏まえた,野菜産地としての現状と課題は,十分

に明らかにされているとはいえない。そこで,本稿は北

東北中山間地域における,兼業機会を含めた農家の経済

状況を明らかにすることを通して,野菜産地育成の現状

と課題を明らかにする。

2 調査方法

岩手県北部の中山間地に位置する山形村を事例とし

て,役場・農協等の農業関係機関の間き取り調査を実施

した。また村内S集落のホウレンソウ農家を対象として ,

2tX11年に聞き取 り調査を実施した。ホウレンソウはこ

の地域の最も一般的な販売品日であり,S集落は,ホウ

レンソウ農家が多く居住する集落であるため,農家調査

の対象とした。調査の結果 29戸から有効な回答を得た。

以下この農家調査と関係機関の間き取り調査の結果をも

とに分析を進める。なお,ほとんどの調査農家では,農

業所得の過半をホウレンソウ生産に依存している。

3 調査結果及び考察

(1)兼業の状況

調査地域が含まれる岩手県久慈地域の 20∞ 年度の有

効求人倍率は 0 3tl倍で,岩手県平均の 049倍に比較し

ても低い水準にある (21XXl年度久慈公共職業安定所資

料)。 兼業機会が限られた地域であるといえる。ただし,

農家調査の結果,表 1に見るように,世帯主男子のほと

んどに農外就業があつた。世帯主男子に農外就業が無い

農家は,表 2の農家分類のうち,主に上層農家である。

世帯主男子の農外所得は,図 1に示したように,ごく

一部を除いて,東北地域の家計費支出548万円 (農林水

産省「農業経営動向統計」1999年の東北・販売農家の

平均家計費)をカバーし得ない水準にある。このため,

零細な農業経営であつても,農業所得は世帯の所得にお

いて,非常に重要な位置を占めている。

(2)ホ ウレンソウ生産の状況

表2に示したように,農家の階層構造は,極端なコ極

化を示している。それは,ホウレンソウの所得だけで家

計費支出を概ねカバーできる農家を含む上層農家と,140

万以下の動 にとどまる中・下層農家である。中・

下層農家の世帯主男子は農外就業があるため,主たる農

業従事者は高齢者・女性である。ただし,世帯主男子の

農外所得が家計費支出をカバーし得ない水準にあるた

め,中・下層農家のホウレンソウの所得は,小さい額で

あつても,重要な位置づけとなる。これは,農業経営規

模拡大の意向に反映される。農家調査において,上層 3

戸中3戸 ,中層 13戸中5戸 ,下層 14戸中1戸が「農

業経営規模を拡大したい」と明瞭に回答している。

ホウレンソウ生産を面的に拡大するためには,雨よけ

ハウスの棟数を拡大しなければならない。しかし,この

地域の畑地は傾斜している場合が多く,ハウス建設に向

かない圃場が多い。水田を転用してハウスを建設する場

合も多いが,ほとんどの農家は飯米を自給できる程度の

水田しか所有していない。このため,現在以上の水田を

転用してハウスを建設することは難しい。聞き取り調査

においても,「もつとハウスを建設したいが,適 した農
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地がない」旨の回答を得ている。農地の条件が農業経営

規模の拡大を阻害している事を示す回答といえる。

(3)駄 と蔽
中山間の農業問題は,小田切 1)に代表されるように,

農業生産の担い手空洞イしの問題として捉えられる場合が

多い。しかし1瞭北中山間地域の現状は,兼業イヒが進ん
でいるとはいえ,農業生産の担い手は,潜在的に多いと

いえる。それは世帯主男子に農外就業があるが,その賃

金水準は高いものではないため,農業経営が所得源とし

て重要な位置づけを与えられているからである。そして,

兼業所得よりも高い農業所得を実現する可能性があるた

め,青壮年男子の農業専従者を増やすことが展望できる

からである。ただし,ホゥレンソウ生産を面的に拡大す

るためには,ハゥス団地の造成や,基盤整備といった,

農地の整備が必要となる。この農業生産基盤の整備が地

域的な課題であると指摘できる。

表1 世帯主男子の就業

40～59歳
男子

男子合計人数

4 まとめ

事例とした地域の農家は,ホウレンソウの所得だけで

家計費を賄い得る上層農家と,圧倒的に兼業所得に依存

する中・下層農家とに3極化していた。しかし,兼業所

得は家計資を充足できる水準にないことを背景として,

中・下層農家の農業経営規模の維持・拡大の意向は大き

いと考えられた。そして経営規模の拡大の条件がそろえ

ば,専業的農家が増加する可能性があることが明らかと

なった。一方で,中山間という地理的条件によってこの

農家の面的な経営規模の拡大が制限されていることが,

野菜産地としての課題である。
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資料 :農家調査

注 :表にはS集落の農家調査により有効な回答を得た

農家 29戸に,ホウレンソウ部会長 1戸(隣接集落)を

加えた 311戸の回答を集計した。また,ホウレンソウ

所得は,農林水産省「野菜・果樹品目別統計」(1999

年)の霧地物ホウレンソウの所得率 (所得/粗収益)
をもとに,ハウスを10年で償却するとして試算した。

農外就業無
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3

資料 :2∞1年に東北農業研究センタ
=が
実施した農家

調査による。以下農家調査とはこの調査を指す。

資料 :農家調査
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